












































































































































































































































科学工業園区の各々について解説した Tai & Cheng（2006）や，TSMCと UMCの経営スタ
イルの違いについて分析した Liu, Chu, Hung & Wu（2005）がある。
さて本研究は TSMC の事例を主に念頭に置いたファウンドリ・ビジネスの分析を課題と
















































トの 5 つの工程が各々専門特化した企業によって担われる垂直分業体制をとり（図 1），し
かもそれら各工程で大きな世界シェアを占めていることであろう（表 1）。IC製造業におけ
るファウンドリとは，既に述べたように，ウェハプロセス（前工程）の受託製造業のことで
ある。台湾は TSMC や UMC のような専業ファウンドリを持ち（製品分野では，ロジック






2 例えば，2013年のデータで，ファブレス売上高世界ランキング Top 25に，台湾からは
MediaTek（4位），Novatek（11位），MStar（13位），Realtek（16位），Himax（19位）の 5
社が入っている。なお国・地域別では，米国が 14社，欧州 2社，中国 2社，シンガポー
ル 1社，日本 1社である（http://www.electronics-eetimes.com/en/fabless-chip-companies-
ranked-by-2013-sales.html?cmp_id=7&news_id=222921061 より。元ソースは IC Insights。































市場シェアでも TSMCに次ぐ第 2位の地位にあったが，2012年に米 GLOBALFOUNDRIES
と Samsungに抜かれ第 4位となり，2013 年は TSMC，GLOBALFOUNDRIES に次いで第 3
位となっている（図 2参照）。2013年では，この台湾 2社だけの合計で市場シェアの 55.5％
を占め，さらに Powerchip，Vanguard，Winbond 等も含めた台湾企業全体の合計でファウン
ドリ世界市場シェアの 70.3％を占める。このように台湾企業はファウンドリ分野で圧倒的
な優位を持ち，またファブレス業でも米国に次ぐ世界第 2 位にあり（IC 設計業世界市場シ
ェア 20.7％），ここから台湾がファブレス－ファウンドリ垂直分業モデルの牽引役を果たし
ていることが窺われる。
表 1 台湾 IC産業の生産額推移（単位：億元，％）
注）ここの数値は海外生産を含む（ちなみに，やや古いが 2007年における海外生産比率は，設計業で 10.0％，




出所）IC Insights の HP より作成（2015 年 3 月 5 日検索 http://www.icinsights.com/news/bulletins/Top-13-
Foundries-Account-For-91-Of-Total-Foundry-Sales-In-2013/）。




IC産業生産総額 5,269 6,529 8,188 10,990 11,179 13,933 14,667 13,473 12,497 17,693 15,627 16,342 18,886 －
IC設計業 1,220 1,478 1,902 2,608 2,850 3,234 3,997 3,749 3,859 4,548 3,856 4,115 4,811 20.7 世界2位
IC製造業 3,025 3,785 4,701 6,239 5,874 7,667 7,367 6,542 5,766 8,997 7,867 8,292 9,965 －
ファウンドリ 2,048 2,467 3,089 3,985 3,735 4,378 4,518 4,469 4,082 5,830 5,729 6,483 7,592 70.3 世界1位
メモリ 977 1,318 1,612 2,254 2,139 3,289 2,849 2,073 1,684 3,167 2,138 1,809 2,373 －
ICパッケージ業 771 948 1,176 1,566 1,780 2,108 2,280 2,217 1,996 2,870 2,696 2,720 2,844
ICテスト業 253 318 409 577 675 924 1,023 965 876 1,278 1,208 1,215 1,266
自社製品生産額 － 2,796 3,514 4,862 4,989 6,523 6,846 5,822 5,543 7,715 5,994 5,924 7,184 －









































































により ICの 1チップに載る素子数は 18ヵ月ごとに 2倍になるといわれていた（「ムーア
の法則」と呼ばれる）。微細化の程度は，ICを構成するトランジスタのゲート配線の幅ま

















（世界中の多数の IP プロバイダーとのパートナーシップ）の結成が含まれる。第 3 に，
TSMCのプロセスに対応した EDA（Electronic Design Automation）ツールの拡充とデザイン













受けられるようになった（長広, 2001; Wolf, 2001; Kazemkhani, 2001; Chang, 2001）。
実は，ファウンドリ・ビジネスは，高価だが設計・製造サービスが手厚い「ターンキ （ー丸
投げ）」と，サポートはシンプルだが安価な COT（customer-owned tooling）とに二極化して






























































自前のパッケージ工場をも擁し，Wafer Bumping7 や Chip-on-Wafer-on-Substrate（CoWoS）8，





































降普及した局所クリーン化技術11 の採用では TSMCは先駆的メーカーの 1つで，導入の前
はベアチップへ行なう加工処理をウェハからチップを切り出す前のウェハ段階で済ませ
る。
















































「ATOM」の製造に関する TSMCとのアライアンスを発表した。これにより TSMCは Intel
から製造技術をライセンス供与され，他方 Intel は PC 以外の分野での市場開拓を進めるこ
とが出来る。また，ルネサスは 2012年に高性能マイコンを TSMCと共同開発し同社に一部
生産委託することを明らかにした。これにより TSMC は 40nm 世代のフラッシュ混載マイ
コン向け製造技術を獲得できる。他方ルネサスは，経営再建中で資金力が乏しい中で最新鋭
設備への投資コストを抑制でき，同時に同社のフラッシュ混載技術が TSMC の顧客によっ





出所）TSMC会社説明資料より（2013年 12月 6日付）（元データは IHS，iSuppliより）。
TSMCは，パートナーの EDAベンダーや IPプロバイダー，設計サービス企業を束ねるも








Dongbu HiTek Dongbu HiTek TSMC
Grace Semi. Grace Semi. UMC
Seiko Epson Seiko Epson GlobalFoundries
Freescale Freescale SMIC TSMC
Infineon Infineon Infineon UMC
Sony Sony Sony GlobalFoundries
TI TI TI SMIC
Renesas (NEC) Renesas Renesas Renesas
IBM IBM IBM IBM TSMC
Fujitsu Fujitsu Fujitsu Fujitsu UMC
Toshiba Toshiba Toshiba Toshiba GlobalFoundries TSMC
STM STM STM STM STM GlobalFoundries
Intel Intel Intel Intel Intel Intel
Samsung Samsung Samsung Samsung Samsung Samsung











と主要顧客の研究開発費の合計は 135億 6,400万米ドルに上り，Intelの 101億 4,800万米ド












・ 自社製品を持つ IDM による副業ファウンドリの場合，ファブレスとは製品市場で競合
することもあり設計・アイディアが盗まれるリスクがある。
・ 同様に，IDMは，繁忙期には外部からのオーダーを後回しにする傾向がある。























































































円/年であった（立本, 2014, p.210）。ちなみに 12インチ（300mm）ウェハ対応工場の建設に
必要な資金は 30億米ドル程度とされる。
18

















































17 例えば，2013年の半導体売上高では，TSMCは Intelと Samsungに次いで第 3位に入って
いる。第 4位にはファブレスの Qualcommが入り，ファウンドリとファブレスが，それぞれ





















































図 9と図 10は各々，両社の純売上高と純利益を比較したものである。UMCが IDMから







図 9 TSMCと UMCの純売上高の比較（単位：百万元）
注）各企業の個別財務諸表を使用（以下の図は同様）。
出所）TSMC（各年版）と UMC（各年版），および TSMC の HP「投資人関係>財務資訊>歴年財務資訊」





































図 11 TSMCと UMCの営業利益率の比較（単位：％）
出所）図 9と同じ。
























































2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
TSMC UMC
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図 14 TSMCと UMCの研究開発支出の比較（単位：百万元）
出所）TSMC（各年版）と UMC（各年版）より筆者作成。
5.3 プロセス世代の進化





TSMCは 1987年の創業後数年間，Intelと比べ，1.5μmから 1.0μmまでの世代では 2～3年の
遅れがあったものの，1990年代以降の 0.8μm世代からはほぼ同時かせいぜい 1年遅れで追
走してきたことが分かる。UMC は 1980 年に IDM として出発したが 1995 年に専業ファウ
ンドリに転換した。それ以降，0.35μm世代（1996年量産開始）から 0.18μm世代（1999年
量産開始）までは TSMCとほぼ同時期である。





























スの歴史」（http://ascii.jp/elem/000/000/857/857329/ 2015年 3月 13日検索）等に基づき筆者作成。




上に苦労した。19 TSMCは 2009年後半にこの問題に目途をつけ，2009年末までに同世代 12
インチ（300mm）ウェハを累計で 10万枚出荷することに成功し，その時点までの 40nm世
代のファウンドリ市場で世界シェア 80％を獲得したという（木村, 2010a, 2010b）。
さらに決定的な差は 28nm世代でついた。同世代の量産立ち上げ時期でTSMCは 2011年，












20 以上，ITRI-IEKでの面談（2014年 8月 28日実施）からの情報による。
1.5μm 1.2μm 1.0μm 0.8μm 0.6μm 0.5μm 0.35μm 0.25μm 0.22μm 0.18μm
Intel 1985 － 1989 1991 1993 － 1995 1997 1998 1999
TSMC 1988 1989 1991 1992 1993 1994 1996 － － 1999
UMC － － － － － － 1996 1997 － 1999
0.13μm 90nm 65nm 45nm 40nm 32nm 28nm 22nm 20nm 14nm
Intel 2001 2003 2005 2007 － 2009 － 2012 － 2014
TSMC 2001 2004 2006 2007 2008 － 2011 － 2014













収益が一挙に 3 倍以上となった。21 また最初の 12インチ対応工場も 2001 年に操業開始し
ている。言うまでもなく，ウェハの大口径化（直径拡大）は，生産性向上，低コスト化への
有力な手段である。22 最初の 12インチウェハ工場の立ち上げ時期は UMCの方が少し早い
のだが（TSMCは 2002年，UMCは 2001年），その後，TSMCは 2004年と 2012年にそれぞ
れ台南と台中の科学工業園区内に 12インチウェハ工場を立ち上げ，UMCは 2003年にシン
ガポールに 12インチ工場を追加した（2000年に UMCと独インフィニオン，シンガポール




































年には TSMCは UMCの 3倍近い生産能力を有するに至っている。
加えて，生産能力が実際にどれだけ稼働したか，即ち生産能力利用率（設備稼働率）をみ
る必要がある。図 16によれば，IT バブル崩壊の煽りを受けた 2000年代初頭はどちらも落
ち込みをみせたが，2003年以降，TSMCは生産能力利用率が 90％前後かそれ以上（2009年






















Fab 2 新竹 1990 9.4 6 0.50 Fab 6A 新竹 1988 5.0 6 0.50
Fab 3 新竹 1995 10.0 8 0.18 Fab 8A 新竹 1995 7.0 8 0.25
Fab 5 新竹 1997 5.0 8 0.18 Fab 8C 新竹 1998 3.0 8 0.13
Fab 6 台南 1999 14.3 8 0.13 Fab 8D 新竹 2000 3.2 8 0.09
Fab 8 新竹 1998 9.2 8 0.13 Fab 8E 新竹 1998 3.8 8 0.18
Fab 10 中国上海 2004 11.0 8 0.18 Fab 8F 新竹 2000 3.2 8 0.13
Fab 11 米国（WaferTech） 1998 3.8 8 0.18 Fab 8S 新竹 2000 3.0 8 0.15
Fab 12 新竹 2002 13.0 12 0.028 Fab 8N 中国蘇州 2003 5.0 8 0.11
Fab 14 台南 2004 20.0 12 0.028 Fab 12A 台南 2001 5.5 12 0.028
Fab 15 台中 2012 10.0 12 0.020 Fab 12i シンガポール 2003 4.5 12 0.040
TSMC UMC
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図 15 TSMCと UMCの年間生産能力（単位：万枚，8インチウェハ換算）
出所）TSMC（各年版）と UMC（各年版）より筆者作成。

























































23 以下の記述は，特に断りの無い限り，筆者自身の UMCでの面談（2015年 1月 23日実
施）からの情報に基づく。
24 以上，両社の知識管理や工場運営方法の相違については，呉（2005）を参考にした。なお








































て，8,312種類の製品を供給した実績があるという（2013年 12月 6日付の TSMC会社説明
資料）。
32
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① 1954 年「外国企業管理条例」：5 年以内 50％所有権の強制譲渡
② 1956 年「外国人貿易商保證金支払制度」：華人業者数 1,068 社から 4 社へ激減
③ 1959 年「外国人零細商‧小売商禁止令」：華商の 95.3％該当
④ 1967 年「第 37 号大統領令」：華人学校経営，結社の禁止







































































外開放への方向転換が ASEAN との関係改善の契機となり，ASEAN 自身が国内政治融和と
インドシナ諸国の取り込みへの政策転換に動いた（変質した）ことにより，経済交流が急
速に進むようになった。
ここで，世界から主要な経済高成長地域の 1 つとしての ASEAN に対する期待，特に
ASEAN と中国との関係変化（緊密化）に注目したい。域内では最も対中姿勢が厳しかっ



















3 ASEAN 対中貿易の構成比は，中国がその輸出総額の 12.3％，輸入総額の 17.2％を占め




の主催国を 2 度（第 6 期・南京と第 12 期・成都）も務め，更に最も「華僑・華人問題」に
神経を尖らせて来たインドネシアが 2015 年に第 13 期大会の主催を引き受けた事実から，
華人系資本を巡るマクロ環境が格段に改善されたと言えよう。
表 2 2013 年 ASEAN の対中国貿易統計（単位：億米ドル）
貿易総額 増減 ％ 輸入額 輸出額
ASEAN 計 4,436.0 10.9 2,441.0 1,995.0
マレーシア 1,060.7 11.9 459.3 601.4
シンガポール 759.1 9.6 458.6 300.5
タイ 712.6 2.2 327.4 385.2
インドネシア 683.5 3.2 369.3 314.2
ベトナム 654.8 29.8 485.9 168.9
フィリピン 380.7 4.6 198.4 182.3
出所）中国海関総署
表 3 2013 年 ASEAN・中国相互間の直接投資（単位：億米ドル）
ASEAN 対中国 中国対 ASEAN
ASEAN 全体 83.5 ASEAN 全体 57.4
主要国 主要国
シンガポール 73.3 シンガポール 24.0
タイ 4.8 ラオス 8.0



























30％」というマレー化目標に対して，マレー資本は 1970 年には 1.9％であったものが，1975































































世界華商大会（WCEC：World Chinese Entrepreneurs Convention）とは文字通り，世界に
散らばっている華商（華僑華人実業家）が一堂に会して親交を深め，ビジネスネットワー
クを強化する組織的な活動である。1991 年 8 月 10～12 日の 3 日にわたる第 1 回大会がシ




































第 1 期 1991 年 8 月 シンガポール 30/ 750 リー・クアンユー首相
第 2 期 1993 年 11 月 香港 22/ 850 バッテン総督
第 3 期 1995 年 12 月 バンコク（タイ） 24/ 1,500 バンハン・シツライ首相
第 4 期 1997 年 10 月 バンクーバー
（カナダ）
30/ 1,400 クレイディアン首相
第 5 期 1999 年 10 月 メルボルン
（オーストラリア）
20/ 800 オワード首相
第 6 期 2001 年 9 月 南京市（中国） 77/ 4,700 朱鎔基首相
第 7 期 2003 年 7 月 クアラルンプール
（マレーシア）
21/ 3,500 マハティール首相
第 8 期 2005 年 10 月 ソウル（韓国） 24/ 3,569 ノムヒュン大統領
第 9 期 2007 年 9 月 神戸・大阪市（日本） 33/ 3,600 冬柴国交大臣
第 10 期 2009 年 10 月 マニラ（フィリピン） 22/ 3,000 アロヨ大統領
第 11 期 2011 年 10 月 シンガポール 34/ 4,600 リー・クアンユー元首相
リー・シェーロン現首相
第 12 期 2013 年 9 月 成都市（中国） 105/ 3,200 兪正声政治協商会議主席
出所）主催機構の HP 等より筆者整理作成






















くしゃくし，日本企業が ASEAN に投資をシフトさせようとする空気が強まる中，2014 年
夏に伊藤忠商事が CP グループと相互出資する資本提携戦略を発表したことにある。8 こ




























ルを成功させ，2014 年末現在，養殖・食品関係だけで 120 の事業拠点を運営している。原
点の食品産業（本業）が潤沢なキャッシュフローを生み出し，グループの事業多角化を支
えてきた。10



































1964 年生まれ，現在 50 歳の第 3 代目トップは，ASEAN 華人系企業に共通に見られるよ
うに，海外留学に送り出され，米国ニューヨーク大学で管理工学を専攻し，グループの通
信事業領域で下積みを経験，当該事業の統括役を担っていた。直近数年傘下小売流通事業
の立て直しに当たってきた。20 数年間中間管理職を経験した後，中核会社の CEO を担う
11 末廣（2000）はこの華人，華人系タイ人の中国本土における「原籍・祖籍」に関する追
跡をしているが，判明した家族は 196 の家族のうち 142 あり，多い順から並べると，潮州
系 87（61％），海南系 17（12％），客家系 13（9％），福建系 12（9％），廣肇・広東系










① CP グループが資本提携締結に当たって，伊藤忠本社への出資希望を表明（1,000 億円
強の出資）。伊藤忠→CPP（CP フーズの子会社，中国内が主要事業拠点）株式 25％





③ 両者共同出資の法人 CT ブライトを介して中国中信グループ（CITIC）の株式 20.6％









2014 年日本による対中直接投資は 5,040 億円，前年比 38％減のなか，2015 年 1 月 20 日












図 3 は CP グループと伊藤忠との大型提携の流れを示しており，華人系資本を巻き込ん
だアジア進出の典型事例として大いに注目したい。香港でのヒアリングでもこの案件はと
ても楽観視され，評価されているが，今後の推移を見守り，追跡調査をして行きたい。
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